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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求を
　いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

株主各位

第16期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

　　　　　　　■株主総会参考書類
　　　　　　　　「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、
　　　　　　　　株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計算書類等の内容
　　　　　　　■事業報告
　　　　　　　　会計監査人の状況
　　　　　　　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　　　　　　　■連結計算書類
　　　　　　　　連結株主資本等変動計算書
　　　　　　　　連結注記表
　　　　　　　■計算書類
　　　　　　　　株主資本等変動計算書
　　　　　　　　個別注記表

（2023年７月１日から2024年６月30日まで）

証券コード　7320
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

( 2023年８月１日から
2024年６月30日まで )

■株主総会参考資料
　「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終
　事業年度（2024年6月期）に係る計算書類等の内容

事　 業　 報　 告

　当社は、2024年６月26日開催の臨時株主総会の決議により、事業年度を従来の７月31日から６
月30日に変更いたしました。
　これにより、当第25期事業年度が決算期変更の経過期間にあたるため、2023年８月１日から
2024年６月30日までの11か月間となっております。前連結会計年度は12か月であるため比較対象
期間が異なりますが、参考数値として増減額及び増減率を記載しております。

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
　1.　事業の経過及びその成果

全般的な概況及び事業別概況
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され

たこと等により、緩やかな回復の兆しがみられる一方で、ウクライナ情勢の長期化や、原材料価
格の高騰による物価上昇等、経済の先行きに係る不確実性は依然として高い状況が続いておりま
す。

当社グループは、「善いものを生みだし続ける」を経営理念に定め、既にビジネスモデルの確
立した事業を堅実かつ安定的に成長させると同時に、ここで獲得した資金を原資に継続的に新規
事業領域への投資を行うことで、企業体の存続と新規ビジネスモデルの生成を永続的に両立させ
ることを経営方針としており、引き続きコーポレートＤＸ、画像解析・ＡＩ、ライフスタイルＤ
Ｘ、ブレインテック・DTｘ及びベンチャーインキュベーションの５つの事業領域をターゲット
にビジネス展開を行っております。

新型コロナウイルス感染症の影響をきっかけに、働き方改革及びテレワークの浸透並びに業務
プロセスの効率化等のＤＸの推進によるＩＴサービスの需要は堅調に拡大しております。当社グ
ループは、これらの状況を踏まえた上で、新たな市場トレンドに対応した成長市場向けサービス
強化と新規ビジネス拡大を進めております。また、社内体制整備の側面においても、働き方改革
及びテレワークの社会的普及のトレンドを先取る形で首都圏在住にこだわらない流動的かつ機動
的なエンジニアの確保のスキームの体制構築を進めており、一定の成果が表れております。

当連結会計年度においては、「コーポレートＤＸ」ビジネスユニットにおいて、国内の法人ク
ライアントに対するシステムコンサルティング業務による売上を計上しました。「画像解析・Ａ
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2021年７月期(注) 2022年７月期 2023年７月期 2024年６月期

セグメント利益率 17.8％ 35.1％ 34.3％ 46.0％

Ｉ」ビジネスユニットにおいては、スマートフォン向け無料提供アプリ「バーコードリーダ
ー/アイコニット」を中心に、主にスマートフォン向け広告収入による売上を計上しました。
「ライフスタイルＤＸ」ビジネスユニットにおいては、当社オンラインプラットフォーム「マイ
クラス」、「マイクラスリモート」による売上のほか、スマートフォン向けゲーム等各種情報サ
ービスによる売上を計上しました。「ブレインテック・ＤＴｘ」ビジネスユニットにおいては、
ＤＴｘ、認知機能チェック、医療ＳＩ及びＮＦＢエンジン提供等の各種領域で研究開発及び新規
事業構築活動を行っております。「ベンチャーインキュベーション」ビジネスユニットにおいて
は、有望なスタートアップ企業、各種ベンチャー企業に対するインキュベーションサービスに伴
う活動を実施しました。

その結果、当連結会計年度の売上高は、864,898千円(前年同期比0.6％減)、営業利益は、
61,772千円(前年同期比48.7％増)、経常利益は、202,102千円(前年同期比158.6％増)、親会社
株主に帰属する当期純利益は、119,796千円(前年同期比98.5％増)となりました。なお、当連結
会計年度は決算期変更の経過期間にあたるため、2023年８月１日から2024年６月30日までの
11か月間となっております。前連結会計年度は12か月であるため比較対象期間が異なります
が、参考数値として増減額及び増減率を記載しております。

セグメント別の概況は以下の通りです。

(コーポレートＤＸ)
「コーポレートＤＸ」ビジネスユニットにおいては、主に国内の法人クライアントに対する

システムコンサルティングサービスを実施しました。その結果、同ビジネスユニットの当連結
会計年度の売上高は、328,427千円(前年同期比13.6％増)、セグメント利益は、151,062千円
(前年同期比52.4%増)となりました。従来、個別・単発の受発注契約が中心でしたが、保守・
準委任契約をベースとした長期的・継続的かつ広範なデジタル化支援を推進することにより、
安定的な売上の増加に繋がりました。

また、前々連結会計年度より、首都圏在住にこだわらない流動的かつ機動的なエンジニア確
保のスキームの構築を進めております。その結果、以下の表のとおり、セグメント利益率が上
昇傾向にあり、生産性の向上がみられる結果となっております。

(注)　2021年７月期の値は、連結離脱した株式会社デリバリーコンサルティングの活動に起因した売上高及びセグメント利益
を除外して算出しております。

(画像解析・ＡＩ)
「画像解析・ＡＩ」ビジネスユニットにおいては、主に累計3,600万ダウンロードを達成し

たスマートフォン向け無料提供アプリ「バーコードリーダー/アイコニット」を中心としたスマ
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ートフォン向け広告収入のほか、各種ライセンス提供に基づく売上を計上しました。その結
果、同ビジネスユニットの当連結会計年度の売上高は、206,529千円(前年同期比27.3％減)、
セグメント利益は、38,348千円(前年同期比62.5％減)となりました。売上高及びセグメント
利益の減少は主力製品である「バーコードリーダー/アイコニット」の売上高が減少しているこ
とに起因します。当該サービスは広告収入により収益を獲得するビジネスモデルとなっており
ます。広告の表示回数は前年同期比で増加傾向にある一方で、経済の先行きに係る不確実性の
関係から業界全体の広告単価が低下しており、売上高が減少しております。広告単価の回復傾
向については先行きが不透明なため、今後はアプリユーザーから収集する加工食品に関する情
報のデータベース化やアプリ内アンケート機能を活用してＢｔｏＢに展開していく予定であり
ます。

(ライフスタイルＤＸ)
「ライフスタイルＤＸ」ビジネスユニットにおいては、当社オンラインプラットフォーム

「マイクラス」、「マイクラスリモート」による売上を計上しました。「マイクラス」のクラ
イアントであるカルチャーセンター業界は、新型コロナウイルス感染症の収束に伴い需要が回
復し、経営の効率化のために情報設備投資が促進されている状況にあります。商品力の高い
「マイクラス」はこのような業界の動向により、大手カルチャーセンターから多くの引き合い
がある状況にあり、前年同期比で増収増益となっております。この状況はしばらく継続する見
込みとなっております。この他、スマートフォン向けゲーム等各種情報サービスによる売上を
計上しました。その結果、同ビジネスユニットの当連結会計年度の売上高は、325,968千円
(前年同期比10.0％増)、セグメント利益は、111,805千円(前年同期比23.1％増)となりまし
た。

また、主力製品である「マイクラス」の導入クライアント数は37社、固定月額利用料は
7,956千円となっております。

(ブレインテック・ＤＴｘ)
「ブレインテック・ＤＴｘ」ビジネスユニットにおいては、ＤＴｘ、認知機能チェック、医

療ＳＩ及びＮＦＢエンジン提供等の各種領域で研究開発及び新規事業構築活動を行っておりま
す。また、当社が独自開発したブレインテックエンジン「ALPHA SWITCH」を活用したアプ
リによる売上のほか、各種コンサルティングサービスに基づく売上を計上しました。その結
果、同ビジネスユニットの当連結会計年度の売上高は、3,974千円(前年同期比229.1％増)、
セグメント損失は、46,945千円(前年同期は41,486千円のセグメント損失)となりました。当
該セグメントの売上高は、僅少な値となっておりますが、これは、当該セグメントの活動が当
連結会計年度において、事業立ち上げのフェーズにあり本格的に売上高を計上するフェーズに
ないためです。
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(ベンチャーインキュベーション)
「ベンチャーインキュベーション」ビジネスユニットにおいては、有望なスタートアップ企

業、各種ベンチャー企業に対するインキュベーションサービスに伴う活動を実施しました。な
お、当連結会計年度で一部売上高及び利益が発生しておりますが、これらは、全社管理部門で
発生した費用及び「コーポレートＤＸ」ビジネスユニットで計上された売上高及びセグメント
利益と切り分けが困難であるため、当該ビジネスユニットに値を含めております。なお、当連
結会計年度に計上されているその他有価証券評価差額金のうち、803,183千円は、同ビジネス
ユニットの活動に起因したものとなります。

　2.　対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和された

こと等により経済活動の持ち直しの動きがみられるものの、ウクライナ情勢の長期化や、原材
料価格の高騰による物価上昇等、依然として先行き不透明な状況が続いています。当社グルー
プの主たる活動領域であるＩＴ業界においては、企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーショ
ン)推進強化・デジタル投資の拡大を背景に、システム設備投資、アプリ開発、デジタルマーケ
ティング関連の需要は今後も継続的に拡大するものと認識しております。

このような経営環境の中、当社グループの対処すべき課題は次のとおりです。

①　新たなビジネスポートフォリオに基づく新規事業ドメイン立ち上げと拡大
当連結会計年度において、当社グループは、コーポレートＤＸ、画像解析・ＡＩ、ライフス

タイルＤＸ、ブレインテック・ＤＴｘ及びベンチャーインキュベーションの５つのビジネス領
域をターゲットに設定し、高い成長性が見込まれる事業領域を中心に、市場ニーズの変化に合
わせた事業展開を進めていく方針です。コーポレートＤＸにおいては、当社グループが保有す
る高度なコンサルティング能力と事業ノウハウを最大限活用し、様々な企業向けコンサルティ
ングサービスを提供してまいります。画像解析・ＡＩにおいては、定番アプリとして高い評価
を有するスマートフォン向け無料提供アプリ「バーコードリーダー/アイコニット」のプラット
フォームに、さらに高度な画像認識技術を組み合わせることで、次世代デバイスに対応したＩ
ｏＴツールとしてさらに進化・発展させていく予定です。ライフスタイルＤＸでは、安定的な
稼働実績を誇る「マイクラス」等、当社グループの保有するオンラインプラットフォームを活
用した各種サブスクリプションサービスのほか、ゲーム等各種オンラインコンテンツの配信サ
ービスを最新のテクノロジーで進化させることでビジネス拡大を進めます。さらに、世界的に
きわめて成長性の高いビジネス分野として注目されるブレインテック・ＤＴｘにおいては、ブ
レインテックビジネスに先進的に取り組んできた当社グループの知見を活かし、スマートフォ
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ンアプリによる医療支援サービスや、薬の代わりにアプリを活用し治療を行うデジタルセラピ
ューティクス(ＤＴｘ)の領域及び医療類似行為への導入や民生応用の分野への参入にチャレン
ジする計画です。さらに、ブレインテック・ＤＴｘ以外の新たなビジネス領域においても、当
社グループが蓄積し保有する資産を最大限に活用し、積極的なリソース投入により独自技術開
発とノウハウ獲得を進めることで、新たなビジネスポートフォリオに基づく新規事業ドメイン
の立ち上げとビジネス拡大を進めていく計画です。

②　独自技術開発による市場競争力の強化
ビジネスとして未だ発展途上の段階と考えられるブレインテックやデジタルセラピューティ

クス(ＤＴｘ)の領域においては、初期段階における独自技術の開発や先進的な事業ノウハウの
獲得がその後の市場競争に大きな影響を与えることになります。当社グループでは、早くから
ブレインテックの可能性に着目し、2020年には当社独自技術に基づく法人向けソリューショ
ンパッケージ「ALPHA SWITCH PRO」をリリースする等、脳波に注目したトレーニングメソ
ッドである「ニューロフィードバック」を活用した先進的なブレインテックサービス開発に取
り組んでまいりました。ブレインテックと呼ばれる新たなビジネス分野は、世界的にきわめて
成長性の高いビジネス分野として注目され、今後多くの企業が様々なアプローチから独自技
術、独自サービスを展開する競争市場になると想像されます。当社グループは、医療機関の協
力のもとアプリを使ったトレーニングがもたらす慢性疼痛の緩和の研究に取り組んでおり、大
学や製薬会社等とのアライアンスをさらに強化し、あわせて当社グループが培ってきたブレイ
ンテック及び高度なソフトウェア開発技術に関するノウハウと経験を最大限活用することで、
広くヘルスケア領域におけるＩＴビジネス拡大を目指してまいります。ブレインテック・デジ
タルセラピューティクス(ＤＴｘ)のみならず、それ以外の分野においても、各分野における当
社独自技術の開発と市場競争力の強化を進めていく予定です。

③　安定的な収益基盤の確立
当社グループは、市場成長の高い分野をターゲットとした新たなビジネスポートフォリオを

構築し、ブレインテックやＤＴｘ等新たな事業分野において市場ニーズに先行し競争力の源泉
となる技術力やノウハウを早期に獲得することで事業成長を最大化させるよう取り組んでまい
りますが、新規事業への積極展開とあわせ、安定的な収益基盤の確立についても、確実に実現
できるよう、事業拡大とあわせて取り組んでいく予定です。ブレインテック・デジタルセラピ
ューティクス(ＤＴｘ)等新たな事業領域へのチャレンジとあわせ、既にビジネスモデルが確立
しているコーポレートＤＸ、画像解析・ＡＩ及びライフスタイルＤＸの領域においては、これ
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まで蓄積した知見やノウハウのほか既存の事業資産や事業基盤を最大限活用することで、堅実
かつ安定的な収益基盤の拡大を確実に実現させるよう取り組んでまいります。複数の事業ドメ
インに対し、自社リソースを機動的に配分し最適化させることで、最新技術を活用した新たな
独自サービス開発と、既存ビジネス基盤を最大限活用した永続的な収益基盤の確立を目指しま
す。

　3.　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は4,889千円であり、主なものと
しては、開発用ハードウェア、事務用ハードウェア及び事業用設備の取得によるものでありま
す。

　4.　資金調達の状況
　当連結会計年度は、主として自己資金及び金融機関からの借入金により所要資金を賄いまし
た。

　5.　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当連結会計年度において、重要な該当事項はありません。

　6.　事業の譲受けの状況
　当連結会計年度において、重要な該当事項はありません。

7.　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　当連結会計年度において、重要な該当事項はありません。

　8.　他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当連結会計年度において、重要な該当事項はありません。
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区　分
第　22　期

(2021年７月期)
第　23　期

(2022年７月期)
第　24　期

(2023年７月期)
第　25　期

(2024年６月期)

売 上 高 (千円) 1,778,697 887,076 870,487 864,898

営 業 利 益 (千円) 166,896 40,950 41,536 61,772

経 常 利 益 (千円) 202,055 74,931 78,137 202,102
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 476,366 55,209 60,345 119,796

１株当たり当期純利益 　(円) 48.89 5.67 6.19 12.3

総 資 産 (千円) 5,087,716 3,772,084 3,856,849 3,926,974

純 資 産 (千円) 3,938,105 3,104,428 3,166,513 3,127,906

１ 株 当 た り 純 資 産 額 　(円) 401.96 316.48 322.89 318.91

会　　社　　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容

スタートメディアジャパン株式会社 42,500千円 74.1％ ライフスタイルＤＸ

株式会社メディアシークキャピタル 35,000千円 100.0％ ベンチャーインキュベーション

　9.　財産及び損益の状況

(注) 1.　記載金額は、千円未満を切り捨て、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、小
数点第２位未満を四捨五入して表示しております。

2.　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
3.　１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。
4.　主要な連結子会社であった株式会社デリバリーコンサルティングが2021年７月期第２四

半期連結会計期間末をもって連結子会社に該当しなくなったことにより、売上高及び各種段
階利益に著しい変動が生じております。

5.　2022年７月期より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 令和２年３月31
日)等を適用しており、2022年７月期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基
準等を適用した後の数値を記載しております。

6.　2024年６月期(当連結会計年度)につきましては、事業年度の変更に伴い、2023年８月１
日から2024年６月30日までの11か月間となっております。

10.　重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社との関係

　該当事項はありません。
(2) 重要な子会社の状況

(注)　連結子会社は、上記２社であります。
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当　社 本　社：東京都港区白金一丁目27番６号

区　分 従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数
名 名 才 年

男 性 55 (増)4 36.3 8.2
女 性 20 ― 33.0 6.3
合 計 又 は 平 均 75 (増)4 35.4 7.7

借入先 借入額
株式会社商工組合中央金庫 23,120千円
株式会社三井住友銀行 66,400千円
株式会社みずほ銀行 59,240千円
株式会社りそな銀行 9,000千円
株式会社千葉銀行 8,345千円

 11.　主要な事業内容 (2024年６月30日現在)
コーポレートＤＸは、企業向けシステムコンサルティング業務を中心とする事業です。
画像解析・ＡＩは、当社の持つ高度な画像解析の技術を軸に一般消費者及び顧客企業(クライア

ント)に様々なビジネスを展開している事業です。
ライフスタイルＤＸは、EdTech、FanTech、HealthTech及びFinTechの４つのテクノロジ

ーを中心にＤＸ化を促進し、ライフスタイルに欠かせないサービスを提供する事業です。
ブレインテック・ＤＴｘは、脳科学とＩＴを組み合わせた新しい事業領域で、脳の状態を整え

るニューロフィードバックという技術を活用し、モバイルアプリ等のソフトウェアを使った治療
を実現するＤＴｘ(デジタルセラピューティクス)の領域で活動している事業です。

ベンチャーインキュベーションは、有望なスタートアップ企業、各種ベンチャー企業に対する
インキュベーションを提供する事業です。

 12.　主要な営業所の状況 (2024年６月30日現在)

 13.　従業員の状況 (2024年６月30日現在)

(注) 1.　当連結会計年度において臨時従業員の雇用はありませんでした。
2.　平均年令及び平均勤続年数は小数点第２位を切り捨てて小数点第１位まで表示しておりま

す。

 14.　主要な借入先 (2024年６月30日現在)
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　　(1) 発行済株式の総数 9,766,800株(自己株式23,345株を含む)

　　(2) 株　 主　 数 5,968名

株　　　　主　　　　名 持　株　数　(株) 持株比率　(％)

西 尾 直 紀 3,478,400 35.61
根 津 康 洋 728,100 7.45
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 143,778 1.47
鈴 木 智 博 120,000 1.23
丸 山 寛 108,900 1.12
江 口 郁 子 96,500 0.99
野 村 證 券 株 式 会 社 94,800 0.97
水 谷 宏 治 83,300 0.85
松 井 証 券 株 式 会 社 74,100 0.76
都 甲 和 幸 61,700 0.63

Ⅱ．会社の状況に関する事項
　1.　株式に関する事項

(注)　前期末に比べ217名減少しております。

( 3 )  大 　 株 　 主 （上位10名）

(注)　持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　　(4) その他株式に関する重要な事項
　　自己株式の取得、処分等及び保有の状況
　　　　イ　取得した株式
　　　　　  該当事項はありません。
　　　　ロ　処分した株式
　　　　　　該当事項はありません。
　　　　ハ　消却した株式
　　　　　　該当事項はありません。
　　　　ニ　決算期末における保有株式
　　　　　・普通株式　　        23,345株
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地　　　　位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 西　尾　直　紀
スタートメディアジャパン株式会社代表取締役社長
株式会社メディアシークキャピタル代表取締役社長
株式会社Link-U社外取締役
日本リビング保証株式会社社外取締役

取　　締　　役 江　口　郁　子
ビジネス開発部長
画像解析・ＡＩユニットリーダー
スタートメディアジャパン株式会社代表取締役
株式会社メディアシークキャピタル取締役

取　　締　　役 上　田　耕　嗣
コーポレートＤＸユニットリーダー
スタートメディアジャパン株式会社取締役
株式会社メディアシークキャピタル取締役

取　　締　　役 清　水　知　彦 弁護士、弁護士法人鶯花代表社員

常勤監査役 牧   　 俊  夫
学校法人中央大学理事
株式会社オークネット社外取締役
Cotofure株式会社社外取締役

監　　査　　役 武　田　健　二 株式会社オールアバウト社外取締役
監　　査　　役 中　井　美　穂 -

　2.　会社の新株予約権等に関する事項
　　(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
　　　　該当事項はありません。
　　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
　　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
　3.　会社役員に関する事項
　　(1) 取締役及び監査役に関する事項（2024年６月30日現在）

(注)1.　当期中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
(1) 新任

監査役中井美穂氏は、2023年10月25日開催の第24回定時株主総会において選任され就任
しております。

(2) 退任
取締役根津康洋氏は、2023年10月25日開催の第24回定時株主総会終結の時をもって辞任
により退任いたしました。
取締役市橋哲氏は、2024年1月31日をもって辞任により退任いたしました。

2.　取締役清水知彦氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
3.　監査役牧俊夫、武田健二及び中井美穂の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。なお、当社は、武田健二氏を独立役員として、株式会社東京証券取引所に届け
出ております。

4.　当社は、保険会社との間で、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役及び執行役員を被
保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を当社の保険料
負担により締結しております。当該契約により、被保険者が会社の役員としての業務につき
行った行為（不作為を含む。）に起因して保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠
償請求につき被保険者が被る損害が填補されます。
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役員区分
報酬等の

総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
(うち社外取締役)

41,018
(1,100)

41,018
(1,100) ― ― ６

(１)
監査役

(うち社外監査役)
7,700
(7,700)

7,700
(7,700) ― ― ４

(４)

　　(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

(注) 1.　上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額24,375千円を支払っております。
2.　取締役及び監査役の報酬限度額は、株主総会における決議により、以下のとおり定められ

ております。
(1) 取締役

年額２億円以内（2000年９月25日開催第１回定時株主総会決議。当該決議時における取
締役の員数は５名。）に加え、ストックオプションとしての新株予約権による報酬年額２億
円以内（2006年10月27日開催第７回定時株主総会決議。当該決議時における取締役の員
数は６名。）と決議いただいております（但し、使用人兼務取締役の使用人としての給与は
これらに含まれません）。

(2) 監査役
年額５千万円以内（2000年９月25日開催第１回定時株主総会決議。当該決議時における

監査役の員数は３名。）に加え、ストックオプションとしての新株予約権による報酬年額５
千万円以内（2006年10月27日開催第７回定時株主総会決議。当該決議時における監査役
の員数は３名。）と決議いただいております。

　  (3) 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
　当社は、2021年２月24日付取締役会決議により、取締役の個人別の報酬等の内容について
の決定に関する方針を決定しております。当事業年度における取締役の個人別の報酬等の内容
は、下記方針に従い権限委任を受けた代表取締役社長西尾直紀により決定されました。なお、
当該権限委任の理由は、当社の業務執行を統括する立場である代表取締役が適任であるからで
あります。また、取締役会は、当該報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当
該決定方針に従ったものであることから適切なものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。

1．基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能

する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と
することを基本方針とする。具体的には、固定報酬としての基本報酬により構成する。
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2．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期又は条
件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水
準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものと
する。

3．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役がその具体的内容について委

任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。取締役会は、
当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、代表取締役を監督するものとし、
上記の委任を受けた代表取締役は、当該監督に従って決定しなければならないこととす
る。

　　(4) 社外役員に関する事項
①　他の法人等との重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役清水知彦氏は、弁護士法人鶯花代表社員を兼務しておりますが、当社と当該法人と
の間に取引関係はありません。

・監査役牧俊夫氏は、学校法人中央大学理事、株式会社オークネット社外取締役及び
Cotofure株式会社社外取締役を兼務しておりますが、当社と各法人との間に取引関係はあ
りません。

・監査役武田健二氏は、株式会社オールアバウト社外取締役を兼務しておりますが、当社と
同社との間に取引関係はありません。

　　　②　当事業年度における主な活動状況
　当社では、毎月１回、定時取締役会及び監査役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役
会及び監査役会を開催しております。
・取締役であります清水知彦氏は、当事業年度に開催された16回の取締役会の全てに出席

し、弁護士としての高度な専門的知識に基づき、当社の業務執行に関する意思決定におい
て妥当性及び適正性の見地から適切な助言・提言を行っております。さらに法律に関する
高い専門知識と豊富な経験に基づき当社の経営全般の監視と幅広い視野からの有効な助言
を行っております。

・常勤監査役であります牧俊夫氏は、当事業年度に開催された16回の取締役会のうち16回
及び11回の監査役会のうち11回に出席し、法令適合性の観点から意見を述べるなど、取締
役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

・非常勤監査役であります武田健二氏は、当事業年度に開催された16回の取締役会のうち
16回及び11回の監査役会のうち11回に出席し、公正かつ独立の立場から、取締役会及び
監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
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(1) 名 称 太陽有限責任監査法人
(2) 報酬等の額

支　払　額

当事業年度に係る報酬等の額 16,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 16,000千円

・非常勤監査役であります中井美穂氏は、その就任以降当事業年度に開催された13回の取締
役会のうち10回及び９回の監査役会のうち７回に出席し、公正かつ独立の立場から、取締
役会及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

　　　③　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役清水知彦氏、監査役牧俊夫氏、監査役武田健二氏及び監査役中井美穂氏は、
会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。当該各契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額であり
ます。

　4.　会計監査人の状況

(注) 1.　当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査に対する報酬の額と
金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で
きないため、これらの合計額を記載しております。

2.　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行の状況及び報酬見
積の算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第
１項の同意を行っております。

　　(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

　　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社においては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任する方針です。
また、上記の場合のほか、会計監査人の適切性等を害する事由等の発生により、適正な監査

の遂行が困難であると認められる場合は、監査役の過半数をもって行う監査役会の決議を経
て、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会議案の内容を決定いたします。

(5)会計監査人が過去２年間に受けている行政処分
金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の概要
①　処分対象

太陽有限責任監査法人
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

②　処分内容
契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで。

ただし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場した
ことに伴う契約の新規の締結を除く。）

③　処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相当

の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。

　5.　会社の業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要及び当該体制の運用状況の概要は、以下
のとおりです。
(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　当社は、取締役業務管理部長をコンプライアンスに関する担当取締役とし、コンプライア
ンスに関する基本方針及び基本体制の整備・構築を図る。

②　取締役及び使用人は、企業としての社会的責任に応え、企業倫理及び法令・定款を厳守し
た企業活動に努める。

③　財務報告をはじめ各種情報の適切な開示を実施し、経営の透明性及び健全性を高めるため
社内体制の整備を図る。

④　市民社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係機関と
の連携を含め組織全体で毅然として対応し、一切の関係を遮断する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　法令に定めのある他、文書管理規程など社内規程に従い、取締役や使用人による職務執行

の状況を記録するための文書等を作成し、適正な管理と保存を行う。
②　取締役及び監査役は、いつでも前項に定める文書等を閲覧できるものとする。
③　取締役の職務執行に係わる情報は、法令又は東京証券取引所の適時開示規則に従い、適正

な開示を行う。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社の事業運営全般のリスクは、代表取締役が管理責任者となり、全社にわたるリスク管
理体制の整備及び問題点の把握に努める。各取締役は管掌する業務のリスク管理を行う。

②　取締役、執行役員及び幹部使用人は、各担当業務部門を指揮してマニュアルやガイドライ
ンを作成・配布し、使用人への教育・研修を通じて、会社の損失の危険を回避・予防し、
又は管理する体制の整備を図る。

③　重大なリスクが発現し、全社的対応を要する場合は、代表取締役を対策本部長として、迅
速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める。
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算書類等に内容

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　取締役・使用人の役割分担、職務分掌、指揮命令関係等を通じ、職務執行の効率性を確保

する。
②　職務分掌、権限規程等については、法令の改廃、職務執行の効率化の必要がある場合は、

随時見直すものとする。
③　その他業務の合理化、電子化に向けた取り組みにより、職務の効率性確保を図る体制の整

備を行う。
④　取締役会、経営会議による月次業績のレビューと改善策の実施を行う。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社グループの業務適正確保の観点から、当社の関係会社管理規程及び関連するグループ

会社の規程等に基づく報告のもとその業務遂行状況を把握し、当社のリスク管理体制、コ
ンプライアンス体制をグループ全体に適用するものとし、必要なグループ会社への指導、
支援を実施する。

②　グループ会社を担当する役員又は担当部署を明確にし、必要に応じて適正な指導、管理を
行うものとする。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性及び当社監査役の補助使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項

①　監査役が万全の監査を行うために補助使用人を必要とする場合には、取締役会は補助使用
人を設置するかどうか、人数、報酬、地位（専属か兼業か）について決議するものとす
る。

②　この補助使用人の異動には監査役の同意が必要とし、またその人事評価は監査役が行う。
③　監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して取締役、執行

役員等の指揮命令を受けないものとする。
④　当該補助使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務に優先して従事す

るものとする。
(7) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その

他の監査役への報告に関する体制
①　当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、当社グループに重大な損失を与える事項

が発生し、又は発生する虞がある場合、当社グループの取締役、執行役員若しくは使用人
による違法又は不正な行為を発見した場合、その他監査役会が報告すべきものと定めた事
項が生じた場合は、その事項を速やかに当社の監査役へ報告する。

②　当社グループの各部門を管掌する取締役、執行役員及び幹部使用人は、当社の監査役会と
協議して、定期的又は不定期に担当する部門のコンプライアンスの状況を報告するものと
する。
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

(8) 上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保す
るための体制

　　当社グループは、当社監査役へ報告を行った当社グループの役員、使用人等に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの
役員、使用人等に周知徹底する。

(9) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、

当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債
務を処理する。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役や会計監査人により、監査役との定期的な意見交換会を開催する。
②　上記のほか、当社グループの取締役、執行役員及び使用人の監査役監査に対する理解を深

め、監査役監査の環境整備に努める。
(11) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　当社では、上記に掲げた内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針に基づき
以下の具体的な取り組みを行っています。

①　コンプライアンス意識の向上と不正行為の防止を図るため、コンプライアンス委員会を設
置し、経営チェック機能の強化に努めております。また、社長を含む全取締役に社内主要
部門の責任者を加えたメンバーで構成される経営会議を原則として週１回のペースで開催
し、さらにグループウェアを活用した情報共有など適時開示すべき会社情報の共有化のた
めの体制を整備しております。

②　反社会的勢力に対しては、弁護士、警察等の外部関係機関との連携を含め組織全体で毅然
とした対応の徹底を図っております。

　6.　会社の支配に関する基本方針
当社は、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については

特に定めておりません。

(注)　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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算書類等に内容

(2024年６月30日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

 流 動 資 産 841,140  流 動 負 債 248,265
現 金 及 び 預 金 568,336 買 掛 金 9,520

売 掛 金 及 び 契 約 資 産 181,475 1年内返済予定の長期
借 入 金 87,796

商 品 1,806 未 払 法 人 税 等 55,577
仕 掛 品 2,564 賞 与 引 当 金 12,339
そ の 他 の 棚 卸 資 産 3,238 契 約 負 債 6,297
そ の 他 83,765 そ の 他 76,735
貸 倒 引 当 金 △45 固 定 負 債 550,802

 固 定 資 産 3,085,833 長 期 借 入 金 78,309
有 形 固 定 資 産 25,477 資 産 除 去 債 務 7,260
建 物 及 び 構 築 物 15,063 繰 延 税 金 負 債 465,232
車 両 運 搬 具 886 負 債 合 計 799,067
工 具 、 器 具 及 び 備 品 9,527 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 3,060,355  株 主 資 本 2,214,867
投 資 有 価 証 券 2,988,528 資 本 金 100,000
そ の 他 98,478 資 本 剰 余 金 1,752,936
貸 倒 引 当 金 △26,650 利 益 剰 余 金 401,655

自 己 株 式 △39,724
 その他の包括利益累計額 892,465

そ の 他 有 価 証 券 評 価
差 額 金 892,465

  非 支 配 株 主 持 分 20,574
純 資 産 合 計 3,127,906

資 産 合 計 3,926,974 負債及び純資産合計 3,926,974

連 結 貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
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算書類等に内容

( 2023年８月１日から
2024年６月30日まで )

科　　　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 864,898
売 上 原 価 522,537

売 上 総 利 益 342,361
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 280,589

営 業 利 益 61,772
営 業 外 収 益 176,886

受 取 利 息 29,723
受 取 配 当 金 2,665
投 資 有 価 証 券 売 却 益 137,312
そ の 他 7,184

営 業 外 費 用 36,556
支 払 利 息 1,751
投 資 有 価 証 券 売 却 損 21,902
投 資 有 価 証 券 評 価 損 8,721
そ の 他 4,180
経 常 利 益 202,102

特 別 利 益 ー
特 別 損 失 9,480

固 定 資 産 除 却 損 221
組 織 再 編 費 用 9,259

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 192,622
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 73,552
法 人 税 等 調 整 額 △808
当 期 純 利 益 119,879
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 82
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 119,796

連 結 損 益 計 算 書

                                                                                                                              (単位：千円)
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( 2023年８月１日から
2024年６月30日まで )

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 2 3 年 ８ 月 １ 日 残 高 823,267 1,029,669 291,602 △39,724 2,104,814

連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期
純利益 ― ― 119,796 ― 119,796

剰余金の配当 ― ― △9,743 ― △9,743

資本金の減少 △723,267 723,267 ― ― ―

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 △723,267 723,267 110,053 ― 110,053

2 0 2 4 年 ６ 月 3 0 日 残 高 100,000 1,752,936 401,655 △39,724 2,214,867

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

その他の
包括利益

累計額合計

2 0 2 3 年 ８ 月 １ 日 残 高 1,041,207 1,041,207 20,491 3,166,513

連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する当期純
利益 ― ― ― 119,796

剰余金の配当 ― ― ― △9,743

資本金の減少 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) △148,742 △148,742 82 △148,659

連結会計年度中の変動額合計 △148,742 △148,742 82 △38,606

2 0 2 4 年 ６ 月 3 0 日 残 高 892,465 892,465 20,574 3,127,906

連結株主資本等変動計算書

                                                                                                                               (単位：千円)

(単位：千円)
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算書類等に内容

連 結 子 会 社 の 数： ２社
連結子会社の名称： スタートメディアジャパン株式会社

株式会社メディアシークキャピタル

時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定)

連結注記表

1.　継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

2.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3) 決算日の変更に関する事項
当社は、2024年６月26日に開催された臨時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたこ

とを受けて、決算日を７月31日から６月30日に変更いたしました。この変更に伴い、経過期間
となる当事業年度は、2023年８月１日から2024年６月30日までの11か月間となっておりま
す。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
当連結会計年度より、スタートメディアジャパン株式会社及び株式会社メディアシークキャピ

タルは決算日を６月30日に変更し連結決算日と同一になっております。この決算期変更に伴い、
当連結会計年度において、2023年８月１日から2024年６月30日までの11か月間を連結してお
ります。

(5) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　イ　有価証券の評価基準及び評価方法
        その他有価証券：市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　  市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
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商 品：移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定)

仕 掛 品：個別法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)

その他の棚卸
資 産

：個別法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定)

有 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く )

： 定率法

建物及び構築物
車 両 運 搬 具

　　８～15年
　　　　６年

工具、器具及び
備 品

　　４～10年

無 形 固 定 資 産
( リ ー ス 資 産 を 除 く )

： 定額法

ソ フ ト ウ ェ ア
( 自 社 利 用 分 )

５ 年 ( 社 内 に よ る 利 用 可 能 期 間 )

貸 倒 引 当 金： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金： 従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額
を計上しております。

　　　ロ　棚卸資産の評価基準及び評価方法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

主な耐用年数

主な耐用年数

③　重要な引当金の計上基準

④　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なビジネスユニットにおけ

る主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は
以下のとおりであります。
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コーポレートＤＸ： ソフトウェア開発を行っており、ごく短期の履行義務につきまして
は、完全に履行義務を充足した時点で収益認識を行っております。こ
れら以外につきましては、履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり収益認識を行っております。

画 像 解 析 ・ Ａ Ｉ： アプリ「バーコードリーダー/アイコニット」を中心としたスマート
フォン向け広告掲載及び各種ライセンス提供を行っております。
広告掲載につきましては、広告配信が完了した時点で履行義務が充足
されたと判断して収益を認識しております。また、ライセンス提供に
つきましては、ライセンスの提供時に履行義務が充足されたと判断し
て収益を認識しております。

ラ イ フ ス タ イ ル
Ｄ Ｘ

： 「マイクラス」、「マイクラスリモート」のサービス提供及び保守運
用、スマートフォン向けゲームの提供並びに各種コンテンツの配信を
行っております。
「マイクラス」、「マイクラスリモート」のサービス提供のうち、ご
く短期の履行義務につきましては、完全に履行義務を充足した時点で
収益認識を行っております。
これら以外につきましては、履行義務を充足するにつれて、一定の期
間にわたり収益認識を行っております。また、保守運用につきまして
は、当該サービスの提供を通じて一定の期間にわたり収益認識を行っ
ております。
スマートフォン向けゲームの提供につきましては、ユーザーがゲーム
内通貨を利用(消費)してアイテム等を取得した時点で収益認識を行っ
ております。
各種コンテンツの配信につきましては、有料コンテンツが利用者に提
供された時点で収益認識を行っております。

ブレインテック・
Ｄ Ｔ ｘ

： ブレインテックエンジン「ALPHA SWITCH」を活用したアプリの提
供を行っており、有料コンテンツが利用者に提供された時点で収益認
識を行っております。

外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準

： 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
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重要なヘッジ会計
の方法

： イ　ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処

理によっております。
ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

ハ　ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。
ニ　ヘッジの有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を
省略しております。

3.　会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

4.　表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

5.　会計上の見積りに関する注記
(1) 投資有価証券の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
投資有価証券(非上場株式)　26,063千円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
投資有価証券(非上場株式)については、取得原価をもって連結貸借対照表価額としておりま

すが、当該株式の実質価額が著しく低下したときは、回復可能性の判断を行った上で、回復す
る見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行います。回復可能性を合理的に判断す
るための将来利益計画については、一定の仮定をおいており、その仮定には不確実性が伴いま
す。これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが
必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において投資有価証券評価損が発生す
る可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産(繰延税金負債相殺前)　8,533千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産を計上するにあたり、その回収可能性について、将来減算一時差異の解消スケ
ジュール、将来課税所得の見積り等に基づき判断しております。将来課税所得の見積りは将来
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の事業計画を基礎として算定しており、スケジューリング可能な一時差異に係る繰延税金資産
について回収可能性があるものと判断しております。課税所得の見積りは、将来の不確実な経
済状況の変動によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した金額が将来課税所得の見積
りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識される繰延税金資産の金額に
重要な影響を与える可能性があります。

(3) 進捗度に基づく収益認識
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上高　　　216,903千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、ソフトウェア開発に関し、ごく短期の履行義務を除き、履行義務を充足す
るにつれて、一定の期間にわたり収益認識を行っており、履行義務の充足に係る進捗度を合理
的に見積もることができる場合には、進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度は、ソ
フトウェア開発人員の人件費や外注費等の積算を主要な仮定とした原価総額の見積額に対する
累積実際発生原価の割合(インプット法)で算定しております。ソフトウェア開発人員の人件費
や外注費等は、見積の不確実性が高く、原価発生額の実績が見積金額と乖離することにより、
翌連結会計年度の連結計算書類においてソフトウェア開発に係る損益が変動する可能性があり
ます。

6.　追加情報
当社と日本リビング保証株式会社（以下「日本リビング保証」といいます。メディアシークと日

本リビング保証を併せ、以下「両社」といいます。）は、両社の間で2024年４月26日に締結した
基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）に基づき、2024年８月９日に開催したそれぞ
れの取締役会において、両社の株主総会の承認を得られることを前提として、株式交換（以下「本
株式交換」といいます。）による経営統合（以下「本経営統合」といいます。）を行うことを決議
し、両社の間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）及び経営統合契約（以下
「本経営統合契約」といいます。）を締結しました。

本株式交換は、日本リビング保証においては2024年９月25日開催予定の定時株主総会の決議に
より、メディアシークにおいては2024年９月26日開催予定の定時株主総会の決議により、それぞ
れ本株式交換契約の承認を得た上で行われる予定です。

また、本株式交換の効力発生日（2024年11月１日予定）に先立ち、メディアシークの普通株式
（以下「メディアシーク株式」といいます。）は、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引
所」といいます。）グロース市場において、2024年10月30日付で上場廃止（最終売買日は2024
年10月29日）となる予定です。

なお、日本リビング保証は、2024年８月９日に開催した取締役会において、本経営統合に伴
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有形固定資産の減価償却累計額 37,536千円

売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 864,898千円

普通株式 9,766,800株

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年10月25日
定時株主総会

普通株式 繰越利益剰余金          9,743            1.00 2023年７月31日 2023年10月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年９月26日
定時株主総会

普通株式 繰越利益剰余金        19,486            2.00 2024年６月30日 2024年９月27日

い、本株式交換の効力発生日（2024年11月１日予定）と同日付で同社の商号を「Solvvy株式会
社」に変更することを目的とする定款変更議案を、2024年９月25日開催予定の定時株主総会に付
議する旨を併せて決議いたしました。詳細につきましては、日本リビング保証が2024年８月９日
に公表いたしました「商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ」をご参照ください。

7.　連結貸借対照表に関する注記

8.　連結損益計算書に関する注記

9.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも
の

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権(権利行使期間が到来しているもの)の目的となる
     株式の数

該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券 2,962,464 2,962,464 ―

資　産　計 2,962,464 2,962,464 ―
長期借入金 166,105 165,206 △898
負　債　計 166,105 165,206 △898
デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの ― ― ―
デリバティブ取引計 ― ― ―

10.　金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、必要な資金を主に自己資金及び銀行借入によって賄っております。余資の

運用については、安全性、流動性及び収益性等の各種要素を総合的に考慮した上で、金融商品
を選定する方針を採っております。デリバティブは、主として後述するリスクを回避するため
に利用しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクについて

は、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、個別に把
握及び対応を行う体制としております。

有価証券及び投資有価証券は、余資の運用を目的とする債券、投資信託及び株券並びに政策
目的で出資した株式が主な内容になります。これらは、市場価格の変動リスク等に晒されてお
りますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する体制としております。

営業債務である買掛金は、その殆どが１年以内に決済が到来するものであります。
短期借入金及び長期借入金は、経営安定化のため市中銀行より運転資金として借入れたもの

であり、このうち一部のものについては金利変動のリスクに晒されておりますが、必要に応じ
てデリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。また、これについて
は、月次ごとに資金繰計画を作成・見直しする等の方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2024年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は、含まれておりません。((注)２参照)。
                                                                                                                 (単位：千円)
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区分 連結貸借対照表計上額(千円)
非上場株式 26,063

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 568,336 ― ― ―
売掛金及び契約資産 181,475 ― ― ―

合計 749,811 ― ― ―

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期借入金 87,796 78,309 ― ―

(注) 1.　「現金及び預金」は、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　　 2.　「売掛金」及び「買掛金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

　　  3.　市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結
貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　  4.　長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより１年以内返済予定の長期借入金に計
上されたものについては、上表では長期借入金と表示しております。

　　  5.　デリバティブ取引における金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされてい
る長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め
て記載しております。

　　  6.　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　　  7.　長期借入金の連結決算日後の返済予定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式
その他

1,896,485
40,528

―
1,025,451

―
―

1,896,485
1,065,979

資産計 1,937,013 1,025,451 ― 2,962,464

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 ― 166,105 ― 166,105

負債計 ― 166,105 ― 166,105

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定し
た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して
おります。一方で、当社が保有している外国債券及び優先出資証券は相場価格を用いて評価しているものの、市場での取
引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。ま
た投資信託は、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められる
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

報告セグメント

合計コーポレー
トＤＸ

画像解析・
ＡＩ

ライフ
スタイル

ＤＸ

ブレイン
テック・
ＤＴｘ

計

 一時点で移転される財 172,849 195,493 217,857 3,505 589,706 589,706
 一定期間にわたり
 移転される財 155,578 11,035 108,110 468 275,192 275,192

 顧客との契約から生じ
 る収益 328,427 206,529 325,968 3,974 864,898 864,898

 その他の収益 ― ― ― ― ― ―
 外部顧客への売上高 328,427 206,529 325,968 3,974 864,898 864,898

ほどの重要な制限がないため、基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引

金利スワップの時価は、金利等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

11.　収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

(注)　主に、株式会社メディアシークキャピタルで発生するベンチャーインキュベーションのビジネスユニットで発生した収益は、
コーポレートＤＸセグメントで発生した収益との切り分けが困難であるため、これらに含めております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「2.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4) 会計方針に関

する事項　④重要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 86,802
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 91,075
契約資産(期首残高) 128,608
契約資産(期末残高) 90,399
契約負債(期首残高) 9,869
契約負債(期末残高) 6,297

当連結会計年度
１年以内 19,595

合計 19,595

(1) １株当たり純資産額 318円91銭
(2) １株当たり当期純利益   12円30銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

契約資産は、顧客との契約について期末日時点で完了しているが未請求の履行義務に係る対価
に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及
び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は、主に顧客からの前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年
度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は9,869千円でありま
す。

②　残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおり

であります。
(単位：千円)

12.　１株当たり情報に関する注記

13.　重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 30 －
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

(2024年６月30日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 815,443 流 動 負 債 247,935
現 金 及 び 預 金 542,572 買 掛 金 9,520
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 181,471 1年内返済予定の長期借入金 87,796
商 品 1,806 未 払 金 24,316
仕 掛 品 2,564 未 払 費 用 12,021
そ の 他 の 棚 卸 資 産 3,238 未 払 法 人 税 等 55,247
前 払 費 用 9,887 契 約 負 債 6,297
そ の 他 73,947 預 り 金 7,363
貸 倒 引 当 金 △45 賞 与 引 当 金 12,339

固 定 資 産 3,095,370 そ の 他 33,034
有 形 固 定 資 産 25,477 固 定 負 債 550,802
建 物 及 び 構 築 物 15,063 長 期 借 入 金 78,309
車 両 運 搬 具 886 繰 延 税 金 負 債 465,232
工 具 、 器 具 及 び 備 品 9,527 資 産 除 去 債 務 7,260

投 資 そ の 他 の 資 産 3,069,892 負 債 合 計 798,737
投 資 有 価 証 券 2,962,464 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 35,600 株 主 資 本 2,219,611
長 期 前 払 費 用 633 資 本 金 100,000
長 期 滞 留 債 権 26,650 資 本 剰 余 金 1,679,775
出 資 金 30 資 本 準 備 金 956,507
そ の 他 71,164 そ の 他 資 本 剰 余 金 723,267
貸 倒 引 当 金 △26,650 利 益 剰 余 金 479,560

そ の 他 利 益 剰 余 金 479,560
繰 越 利 益 剰 余 金 479,560

自 己 株 式 △39,724
評 価 ・ 換 算 差 額 等 892,465
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 892,465
純 資 産 合 計 3,112,076

資 産 合 計 3,910,813 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,910,813

貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

( 2023年８月１日から
2024年６月30日まで )

科　　　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 864,898
売 上 原 価 522,536

売 上 総 利 益 342,361
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 280,309

営 業 利 益 62,051
営 業 外 収 益 176,890

受 取 利 息 5
有 価 証 券 利 息 29,717
受 取 配 当 金 2,369
投 資 有 価 証 券 売 却 益 137,312
そ の 他 7,484

営 業 外 費 用 27,830
支 払 利 息 1,751
投 資 有 価 証 券 売 却 損 21,902
支 払 手 数 料 3,097
そ の 他 1,078
経 常 利 益 211,112

特 別 利 益 ー
特 別 損 失 9,480

組 織 再 編 費 用 9,259
そ の 他 221

税 引 前 当 期 純 利 益 201,631
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 73,222
法 人 税 等 調 整 額 △808
当 期 純 利 益 129,218

損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

( 2023年８月１日から
2024年６月30日まで )

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2023年８月１日残高 823,267 956,507 ― 956,507 360,085 360,085 △39,724 2,100,136
事業年度中の変動額

当期純利益 ― ― ― ― 129,218 129,218 ― 129,218
剰余金の配当 ― ― ― ― △9,743 △9,743 ― △9,743
資本金の減少 △723,267 ― 723,267 723,267 ― ― ― ―
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合
計 △723,267 ― 723,267 723,267 119,474 119,474 ― 119,474

2024年６月30日残高 100,000 956,507 723,267 1,679,775 479,560 479,560 △39,724 2,219,611

評価・換算差額等
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2023年８月１日残高 1,041,207 1,041,207 3,141,343
事業年度中の変動額

当期純利益 ― ― 129,218

剰余金の配当 ― ― △9,743
資本金の減少 ― ― ―
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

△148,742 △148,742 △148,742

事業年度中の変動額合
計 △148,742 △148,742 △29,267

2024年６月30日残高 892,465 892,465 3,112,076

株主資本等変動計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

(単位：千円)
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

子 会 社 株 式： 移動平均法による原価法
その他有価証券： 市場価格のない株式等以外のもの

時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

商 品：移動平均法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定)

仕 掛 品：個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)

その他の棚卸
資 産

：個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)

有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

： 定率法

主な耐用年数
建物及び構築物 ８～15年
車 両 運 搬 具
工具、器具及び
備 品

　　６年
４～10年

個別注記表

1.　継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

2.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　　　     市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　     移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

－ 34 －



2024/08/28 12:04:46 / 24157145_日本リビング保証株式会社_招集通知

株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

： 定額法

主な耐用年数
ソ フ ト ウ ェ ア
( 自 社 利 用 分 )

  ５年
(社内における利用可能期間)

貸 倒 引 当 金： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金： 従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額の当事業年度負担
額を計上しております。

コ ー ポ レ ー ト
Ｄ Ｘ

： ソフトウェア開発を行っており、ごく短期の履行義務につきまして
は、完全に履行義務を充足した時点で収益認識を行っております。
これら以外につきましては、履行義務を充足するにつれて、一定の
期間にわたり収益認識を行っております。

画 像 解 析 ・
Ａ Ｉ

：  アプリ「バーコードリーダー/アイコニット」を中心とし
たスマートフォン向け広告掲載及び各種ライセンス提供を行ってお
ります。
広告掲載につきましては、広告配信が完了した時点で履行義務が充
足されたと判断して収益を認識しております。また、ライセンス提
供につきましては、ライセンスの提供時に履行義務が充足されたと
判断して収益を認識しております。

ライフスタイル
Ｄ Ｘ

：  「マイクラス」、「マイクラスリモート」のサービス提供及び保
守運用、スマートフォン向けゲームの提供並びに
各種コンテンツの配信を行っております。
「マイクラス」、「マイクラスリモート」のサービス提供
のうち、ごく短期の履行義務につきましては、完全に履行義務を充
足した時点で収益認識を行っております。
これら以外につきましては、履行義務を充足するにつれて、一定の

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なビジネスユニットにおける主な履行義務の

内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであり
ます。
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期間にわたり収益認識を行っております。また、保守運用につきま
しては、当該サービスの提供を通じて一定の期間にわたり収益認識
を行っております。
スマートフォン向けゲームの提供につきましては、ユーザーがゲー
ム内通貨を利用(消費)してアイテム等を取得した時点で収益認識を
行っております。
各種コンテンツの配信につきましては、有料コンテンツが利用者に
提供された時点で収益認識を行っております。

ブ レ イ ン テ ッ
ク ・ Ｄ Ｔ ｘ

： ブレインテックエンジン「ALPHA SWITCH」を活用したアプリの
提供を行っており、有料コンテンツが利用者に提供された時点で収
益認識を行っております。

外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準

： 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は、損益として処理しております。

重要なヘッジ会
計の方法

： ①　ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例

処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ
　ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っておりま
す。

④　ヘッジの有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

3.　会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

4.　表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。
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(1) 関係会社に対する短期金銭債権 ―千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 37,536千円

　営業取引以外の取引による取引高
　　業務受託手数料 300千円

(2) 売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 864,898千円

5.　会計上の見積りに関する注記
(1) 投資有価証券、関係会社株式の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
投資有価証券(非上場株式)       　　　　　　　　　　　　　　―千円
関係会社株式　　　          　　　　　　　　　　　　　35,600千円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表に記載しているため、注記を省略しています。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産(繰延税金負債相殺前)　      　　　　　　　8,533千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表に記載しているため、注記を省略しています。

(3) 進捗度に基づく収益認識
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

売上高　　216,903千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表に記載しているため、注記を省略しています。

6.　会計上の見積りに関する注記
連結注記表「6．追加情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

7.　貸借対照表に関する注記

8.　損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高
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　普通株式 23,345株

　繰延税金資産
　　未払事業税 3,439千円
　　貸倒引当金超過額 9,218千円
　　投資有価証券評価損 3,812千円
　　関係会社株式評価損 33,690千円
　　資産除去債務 2,511千円
　　賞与引当金超過額 4,951千円
　　減価償却費及び減損損失 207千円
　　繰延税金資産小計 57,832千円
　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 ―千円
　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △49,298千円
　　評価性引当額小計 △49,298千円
　　繰延税金資産合計 8,533千円
　繰延税金負債
　　資産除去債務 △1,814千円
　　投資有価証券評価差額金 △471,951千円
　　繰延税金負債合計 △473,766千円
　繰延税金負債純額 △465,232千円

9.　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

10.　税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳
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当社との関係 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合

取引内容 取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

子会社 スタートメディア
ジャパン株式会社 74.1％ 本社業務の受託 300 未収入金 90

子会社 株式会社メディア
シークキャピタル 100.0％ 利息の受取 ― ― ―

当社との関係 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合

取引内容 取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役員及びその
近 親 者 が　　
議決権の過半
数を所有して
いる会社等

株式会社プログラ
フィック ― 開発業務及び

管理業務の委託 69,579 買掛金 6,888

(1) １株当たり純資産額 319円　40銭
(2) １株当たり当期純利益 　13円　26銭

11.　関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

(注)　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望条件を提示し、交渉の上で決定し
ております。

(2) 役員及び個人主要株主等

(注)　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望条件を提示し、交渉の上で決定し
ております。

12. 収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

「2.　重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基準」に記載してお
ります。

13. １株当たり情報に関する注記

14. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島　川　行　正

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾　形　隆　紀

独立監査人の監査報告書
2024年８月23日

株式会社メディアシーク
　取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メディアシークの2023年８月１日から2024年６月30日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社メ
ディアシーク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任
を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対抗策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 島　川　行　正
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 尾　形　隆　紀

独立監査人の監査報告書
2024年８月23日

株式会社メディアシーク
　取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メディアシークの2023年８月１日から2024年６
月30日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対抗策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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株主総会参考書類の「第2号議案　株式交換契約承認の件」に関する事項のうち、株式会社メディアシークの最終事業年度(2024年6月期）に係る計
算書類等に内容

常勤監査役（社外監査役） 牧　　　俊　夫 ㊞
監　査　役（社外監査役） 武　田　健　二 ㊞
監　査　役（社外監査役） 中　井　美　穂 ㊞

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年８月１日から2024年６月30日までの第25期事業年度における取締役の職務の執行に関して各監査
役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、業務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役会の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その
他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。
　① 取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
　③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月
28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表)について検討いたしました。
2.　監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　　　　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年８月27日

　　　　　　　　　　　　　株式会社メディアシーク　監査役会

　

監査役会の監査報告書

以　上
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000千円

■事業報告
会計監査人の状況

（１）　名称　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

（２）　報酬等の額

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
　　　　 監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る
　　　　 会計監査人の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。
　　　２.監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料を入手し、また、報告を受けた上
　　　　 で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について
　　　　 確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につい
　　　　 て同意しております。

（３）　非監査業務の内容
　　該当事項はありません。

（４）　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、株主総会
　　に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　　また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人が会社法第 340 条第 1 項各号のいずれかに該当すると
　　認められる場合に、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
　　た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
　　します。
（５）　会計監査人が過去２年間に受けている行政処分
　　金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の概要
　①　処分対象
　　　太陽有限責任監査法人
　②　処分内容
　　　契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日まで。ただし、既に監
　　査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を
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会計監査人の状況

　　除く。）
　③　処分理由
　　　他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相当の注意を怠り、
　　重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
  取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
 保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

 ① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ｱ) 当社は、取締役会規程に基づき原則として毎月1回定時取締役会を開催し、また、必要に応じて臨時

取締役会を開催し、取締役間の意思疎通を行い、法令及び定款に適合した体制を確保する。
(ｲ) 当社は、取締役会の決議によりコンプライアンス規程の制定及びコンプライアンス統括部門の設置を

行い、当社の法令等遵守体制を確保するとともに、代表取締役社長が主催するリスク・コンプライアンス
委員会を設置し、法令遵守体制にかかる課題について協議を行う。

(ｳ) 当社は、取締役会の決議により内部監査部門を設置し、内部管理体制の適正性を評価させ、報告を受け
るとともに、改善に向けた提言及びフォローアップを実施させる。

(ｴ) 当社は、コンプライアンス違反行為の防止及び早期発見による自浄機能の向上を目的として、社員が
  会社におけるコンプライアンス違反行為の内容を会社に通報する内部通報制度を構築するため、内部
  通報規程を制定する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(ｱ) 当社は、取締役会の決議により文書管理規程を定め、取締役の職務の執行にかかる情報を、文書又は

電磁的記録に記載又は記録して保存し、管理するものとする。
(ｲ) 当社は、取締役会の決議により情報システム管理規程の制定及び情報システム管理部門の設置を行い、

電磁的記録のデータ管理体制を構築する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ｱ) 当社は、取締役会の決議により、リスク管理規程の制定及びリスク管理統括部門の設置を行い、当社

のリスク管理体制を確保するとともに、代表取締役社長が主催するリスク・コンプライアンス委員会にお
いて当社のリスクにかかる課題について共有を行う。

(ｲ) 当社は、大地震などの突発的なリスクが発生し、全社的な対応が重要である場合の対応のために
コンティンジェンシープランを制定し、緊急事態対応体制を構築する。

 
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 当社は、執行役員制度を導入し、取締役及び執行役員で構成する経営執行委員会により取締役会の意思

決定機能及び監視・監督機能の強化を図る。
(ｲ) 当社は、原則として毎月1回定時取締役会を開催し、また、必要に応じて臨時取締役会を開催し、適時

適切に問題解決を行う。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

(ｳ) 当社は、取締役会の決議により、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程を制定し、取締
役、執行役員及び使用人の職務執行について責任の範囲及び執行手続きを明確にし、効率的な意思決定
を行う体制を確保する。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(ｱ) 当社は、当社及び子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）における業務の適正の

確保のため、取締役会の決議により関係会社管理規程を制定し、子会社の当社に対する事前協議体制及び
報告体制を構築する。

(ｲ) 当社は、当社グループの役職員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、当社に
設置するリスク・コンプライアンス委員会に適時コンプライアンス上の課題等について報告を求め、情報
交換を行う。

(ｳ) 当社は、子会社の損失の危険の管理のため、関係会社管理規程に基づき、子会社の損失の危険に関する
状況の報告を定期的及び適時に当社の関係会社管理部門に対して行うことを求め、必要に応じてリスク・
コンプライアンス委員会で協議及び情報交換を行う。

(ｴ) 当社は、子会社の役職員等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役間の職務分担
を明確にするよう指導する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び
  当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
(ｱ) 当社は、監査役から求めがあったときは、監査役の職務を補助すべき使用人を置く。
(ｲ) 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の職務を補助する範囲内において取締役の指揮命令系統
  から独立し、当該使用人の人事異動及び人事評価については、監査役と事前に協議し、監査役の同意を
  得たうえで行う。

 
⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
(ｱ) 取締役、執行役員及び使用人は、監査役から求められた場合には、遅滞なく業務の執行状況を報告

する。
(ｲ) 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、当社グループにおいて、「会社に著しい損害を及ぼ

すおそれのある事項」、「経営に関する重要な事項」、「重大な法令及び定款に違反する行為」が発生した
ことを知ったときは、当社の監査役に適時かつ的確に報告する。

(ｳ) 監査役は、取締役会等の重要会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人から、重要事項の報告を
受ける。

(ｴ) 当社は、監査役に報告したことを理由として、その報告者に対していかなる不利益な取扱いも行わな
い。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(ｱ) 当社は、監査役の求めに応じて、監査役と取締役、執行役員及び使用人との会合を持ち、監査上の重要

課題等について意見交換を行う。
(ｲ) 当社は、監査役と内部監査部門との緊密な連携を可能とする体制を構築するとともに、監査役の求めに

応じて内部監査部門が監査役に報告する体制を構築する。
(ｳ) 当社は、監査役の請求に基づき、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還並びに債務に

関する処理を行う。

⑵　当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
  当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 当社においては、お客様に信頼される企業であることを経営理念として掲げており、継続的な信頼の獲得
   のため、法令及び定款に適合する体制整備に努めております。毎月1回定例で取締役会を開催し、意思疎通

 を図るとともに法令・定款・社内規程に基づいた組織運営が行えるよう活発な議論を行っております。
 また、四半期ごとに代表取締役社長が主催するリスク・コンプライアンス委員会を開催し、法令改正動向
 の共有、当社ビジネスに対する影響等を検証し、法令遵守が損なわれないようモニタリングを行っており
 ます。
 内部監査部門については、各部門に対して業務監査を行い、監査結果を取締役及び監査役と共有するとと
 もに、代表取締役社長の指示のもとフォローアップを実施しております。

② 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
 取締役会の決議により定めた文書管理規程に基づき稟議書のファイリング、取締役会議事録及び株主総会
 議事録を適時適切に作成し管理しております。
 また、電磁的記録のデータに関しては専門部署による画一的管理と厳格なアクセス制限による管理体制を
 構築しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
 代表取締役社長が主催するリスク・コンプライアンス委員会を四半期ごとに開催し、当社のリスクにかか
 る課題について共有を行っております。
 また、コンティンジェンシープランに基づき緊急時の連絡体制について定期的に見直しを行い、有事に
 迅速な対応がとれるよう体制整備に努めております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
 当社においては執行役員制度を導入し、毎週1回経営執行委員会を開催し、取締役会に付議する議案の
 事前審議及び職務権限規程に基づく経営執行委員会の審議事項などを協議するとともに取締役及び執行役
 員間の意見交換及び情報共有を行っております。
 また、職務権限規程及び稟議規程に基づき、定められた権限者が稟議書により承認を行っております。
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⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
 関係会社管理規程に基づき子会社の管理を行うとともに、子会社とは経営指導契約を締結し、適時適切な
 アドバイス等を行い子会社の業務が適正に行われるよう管理しております。
 また、リスク・コンプライアンス委員会では子会社に関連する法令改正動向などを検証し、子会社の指導
 に努めております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該
  使用人の取締役からの独立性に関する事項

 当年度におきましては監査役の補助使用人の設置の求めはありませんでした。
⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

 監査役はすべての取締役会に出席して、取締役から適時報告を受けるとともに、リスク・コンプライアン
 ス委員会にも出席し、法令遵守体制並びに当社のリスク管理について報告を受ける体制を確保していま
 す。さらに常勤監査役は経営執行委員会に出席し、業務執行状況について適時報告を受けております。ま
 た、内部通報規程に通報窓口の一つとして監査役会を定め、監査役に対する報告体制を構築しておりま
 す。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
 監査役と取締役、執行役員及び各部門長は適宜会合を持ち、監査上の重要課題について意見交換を
 行っております。
 また、内部監査人は内部監査の実施状況及び結果を監査役会に対し報告し、業務執行に関する課題につい
 て監査役会と情報を共有しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年７月 1 日から
2024年６月30日まで)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 212,336 191,297 1,671,402 △203,336 1,871,700
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 973,305 973,305

剰 余 金 の 配 当 △50,163 △50,163
自 己 株 式 の 取 得 △720 △720
自 己 株 式 の 処 分 7,392 16,749 24,141
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額）

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － 7,392 923,141 16,029 946,563
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 212,336 198,689 2,594,544 △187,307 2,818,263

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計

その他有価証券評価差額金 そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 74,429 74,429 1,946,129
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 973,305

剰 余 金 の 配 当 △50,163
自 己 株 式 の 取 得 △720
自 己 株 式 の 処 分 24,141
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額） 112,572 112,572 112,572

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 112,572 112,572 1,059,135
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 187,001 187,001 3,005,264

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 リビングポイント株式会社

リビングファイナンス株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．金銭の信託 時価法を採用しております。
ハ．デリバティブ 時価法を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）及び
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。なお、主な
耐用年数は建物26年であります。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採
用しております。

ハ．リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．投資不動産
　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は9～47年であります。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金

　当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末におけ
る支給見込額に基づき計上しております。

ロ．役員賞与引当金
　当社は役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基
づき計上しております。

ハ．ポイント引当金
　連結子会社は顧客に付与したポイントの使用に備えるため、将来利用される可能性のあるポイント
残高の全額を利用見込額として計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
イ．HomeworthTech事業

・保証サービス（住宅設備延長保証）
　本サービスにおいて当社が提供する役務は、一定の期間にわたり充足される履行義務であることか
ら、一括にて収受した保証料については、保証期間にわたって均等に期間配分し、当連結会計年度に
対応する額を収益計上しております。未経過分の保証料については１年以内に収益化される予定の金
額を前受収益、１年を超える予定のものは長期前受収益として計上しております。
　また、取扱店・代理店に支払う販売手数料及び保険会社に支払う保険料についても、保証期間と同
一の期間にわたって均等に期間配分し、当連結会計年度に対応する額を費用計上しております。未経
過分の販売手数料については１年以内に費用化される予定の金額を前払費用、１年を超える予定のも
のは長期前払費用として計上しております。

・保証サービス（建物20年保証）
　本サービスにおいて当社が提供する役務は、クライアントである住宅会社と住宅保有者との保険契
約の加入事務代行及び10年経過後の点検となります。
　加入事務代行については、住宅保有者が保険契約に加入した時点で手数料相当額の収益を認識し、
10年後の点検費用については、点検業務を手配し、業務が完了した時点で収益を認識しておりま
す。一括にて収受した保証料のうち、対象期間の保険料を預り金として控除のうえ、10年後に発生
する点検費用を定額で長期前受収益として計上し、残額を加入事務手数料として一括して売上計上し
ております。また、取扱店・代理店に支払う販売手数料についても一括して費用計上しております。

・検査補修サービス
　クライアントである住宅会社からの発注に応じ、点検補修業務を手配し、業務が完了した時点で履
行義務が充足されるため収益認識しております。
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ロ．ExtendTech事業
　住宅会社以外のクライアントとの業務委託契約に基づき、一括にて収受した委託料については、一旦
預り金として計上したのち、受託した業務をクライアントごとに制度の枠組みや契約内容に応じて「加
入事務」と「運用事務」に分類し、「加入事務」部分については加入時点で収益を認識し、「運用事
務」部分については受託業務を提供する保証期間にわたって収益を認識しております。「運用事務」部
分の未経過分の委託料については１年以内に収益化される予定の金額を前受収益、１年を超える予定の
ものは長期前受収益として計上しております。
　取扱店・代理店に支払う販売手数料についても、保証期間と同一の期間にわたって均等に期間配分
し、当連結会計年度に対応する額を費用計上しております。未経過分の販売手数料については１年以内
に費用化される予定の金額を前払費用、１年を超える予定のものは長期前払費用として計上しておりま
す。なお、保険会社に支払う保険料については、委託料として収受した預り金から保険会社に支払って
おります。

⑤ 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び保有の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　「電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び保有の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告
第43号　2022年８月26日。以下「本実務対応報告」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、「金
融商品取引業等に関する内閣府令」（2007年内閣府令第52号）第１条第４項第17号に規定される「電子記
録移転有価証券表示権利等」を発行又は保有する場合の会計処理及び開示に関する取扱いに従って、本実務
対応報告が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、連結計算書類に与
える影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
（ExtendTech事業に係る収益認識における取引価格の配分）

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
運用事務から計上された前受収益　　　　　　　　　　　　313,911千円
運用事務から計上された長期前受収益　　　　　　　　　　586,327千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．金額の算出方法

　ExtendTech事業においては受託した業務を「加入事務」と「運用事務」のそれぞれの履行義務に分
類し、「加入事務」については加入時点で収益を認識し、「運用事務」については受託業務を提供する
保証期間にわたって収益を認識しております。
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建設仮勘定 497,554千円
投資不動産 5,095,896千円

計 5,593,450千円

１年内返済予定の長期借入金 119,480千円
長期借入金 2,379,171千円

計 2,498,651千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額
　　投資不動産の減価償却累計額

63,170千円
207,453千円

投資有価証券 1,212,602千円
差入保証金 512,000千円

　ExtendTech事業における「加入事務」と「運用事務」のそれぞれの履行義務への取引価格の配分は
独立販売価格に基づき行われますが、これらの履行義務の独立販売価格を直接観察することができない
ことから、それぞれの履行義務を充足するために発生するコストを見積り、利益相当額を加算する方法
で独立販売価格を見積っております。

ロ．金額の算出に用いた主要な仮定
　履行義務を充足するために発生するコストの適切な見積りに当たっては、それぞれの履行義務に係る
作業時間等を基礎として見積っております。なお、「運用事務」に係る作業時間の見積りにおいては、
将来の運用事務に係る作業の発生率（事故率）等の影響を受けます。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　将来の運用事務に係る作業の発生率（事故率）の変動等により、この見積りが変更された場合に翌連
結会計年度に係る連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 「資金決済に関する法律」に基づき東京法務局に供託している資産
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 （ 株 ） 5,118,300 － － 5,118,300

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年９月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 50,163千円 10円 2023年６月30日 2023年９月27日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年９月25日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 利益剰余金 75,364千円 15円 2024年６月30日 2024年９月26日

普通株式 600株

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、住宅設備の保証を主たる事業としており、この事業を行うため一括にて受領した保証

料については、資金の保全を前提とした上で、安全性及び流動性を考慮して長期的な視野に立った運用を
行うことを基本方針としております。なお、現在デリバティブは、取扱サービス（金）の取引相場変動リ
スクを回避するための商品先物取引を利用し、リスクの高い投機的取引は行わない方針であります。ま
た、運転資金及び設備投資等の資金については自己資金で賄っておりますが、投資用不動産の購入に際し
ては、購入資金の一部について金融機関から借入れをしております。
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② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主とし

て公社債や流動性の高い投資信託等を中心とした運用をしており、また、国債を営業保証金として法務局
に供託しており、市場リスク（市場価格の変動リスク、金利リスク、為替変動リスク、流動性リスク等）
に晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内支払期日であります。預り金及び長期預り金は、
主として「おうちポイント（電子マネー）」を発行している住宅メンテナンス向けポイント制度の運営に
伴う発行残高やExtendTech事業における支払代行業務に係る一時預り金であり、流動性リスクに晒され
ております。借入金は、主に投資用不動産購入に係る資金の一部調達を目的としたものであり、返済日は
最長で借入日後25年であります。

デリバティブ取引は、取扱サービス（金）の取引相場変動リスクに対する商品先物取引であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、有価証券及び投資有価証券について市場動向、時価及び発行体の財政状況等を定

期的に把握し、保有状況を継続的に見直しております。なお、取扱サービス（金）の取引相場変動リ
スクを回避するための商品先物取引を行っており、定期的に相場変動による影響額をモニタリングし
ております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社財務部が当社グループの日次預金残高管理を実施し、適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを適切に管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1）有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 1,212,602 1,212,602 －
その他有価証券(*2） 2,381,884 2,381,884 －

(2）差入保証金（*3） 2,136 2,136 －
資産計 3,596,623 3,596,623 －
(1）長期借入金(*4） 2,498,651 2,498,130 △520
(2）リース債務(*5） 14,128 13,452 △675
(3）長期預り金 4,572,721 4,191,191 △381,530
負債計 7,085,500 6,702,774 △382,726
デリバティブ取引(*6）(*7） 2,443 2,443 －

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式 3,011
投資事業有限責任組合への出資 290,378

(2) 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(*1）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」並びに「預り金」については、現金であること、並
びに預金、売掛金、買掛金及び預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等は、本表「(１)有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含まれて
おりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(*3）差入保証金512,000千円は前払式支払手段の保全措置等として法務局に供託しているものであ
り、返還時期の見積りが困難であるため、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、本表には含まれておりません。

(*4）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(*5）リース債務には、１年内返済予定のリース債務を含んでおります。
(*6）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
(*7）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、決算日における契約額、時価及び評

価損益は、次のとおりであります。
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区分 取引の種類 契約額等
（千円）

契約額等のうち１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引 商品先物取引
先物買い 4,778 3,567 2,443 2,443

合計 4,778 3,567 2,443 2,443

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株式 82,514 237,134 － 319,648
社債 － 737,089 － 737,089
投資信託 － 1,147,057 － 1,147,057
その他 － 178,088 － 178,088

デリバティブ取引
商品関連 － 2,443 － 2,443

資産計 82,514 2,301,813 － 2,384,327

商品関連

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
国債 1,212,602 － － 1,212,602

差入保証金 － 2,136 － 2,136
資産計 1,212,602 2,136 － 1,214,738

長期借入金 － 2,498,130 － 2,498,130
リース債務 － 13,452 － 13,452
長期預り金 － 4,191,191 － 4,191,191

負債計 － 6,702,774 － 6,702,774

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

株式、国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。株式のうち、上場株式については、保有して
いる国債とも、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。株式の
うち、預託証券については、保有している社債とも、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価
格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

投資信託は、取引金融機関から提示された報告書に基づく基準価額により算定しており、その時価をレベ
ル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
商品先物取引の時価は、商品取引所における最終価格、金融機関から提示された価格等の観察可能なイン

プットを用いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金のうち変動金利によるものの時価は、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額とほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
また、固定金利によるものの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

5,130,753千円 810,205千円 5,940,958千円 5,782,100千円

リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預り金
長期預り金の時価は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対する国債の利回り等で割り引いた現在価値

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７. 賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の共同住宅を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額でありま

す。
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（単位：千円）
報告セグメント

その他
(注） 合計HomeworthTech

事業
ExtendTech

事業 計

保証サービス 2,335,228 － 2,335,228 － 2,335,228
検査補修サービス 429,961 － 429,961 － 429,961
再生可能エネルギー － 1,794,167 1,794,167 － 1,794,167
家電・その他 － 522,361 522,361 － 522,361
その他 213,119 － 213,119 64,216 277,335
顧客との契約から生じ
る収益 2,978,309 2,316,528 5,294,838 64,216 5,359,054

その他の収益 － － － － －
外部顧客への売上高 2,978,309 2,316,528 5,294,838 64,216 5,359,054

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであるビジネスマッチング・決済等を
行うプラットフォーム事業を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記等　(3)会計方針に関する事項　④重要な収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。
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当連結会計年度（千円）
契約負債（期首残高） 11,582,669
契約負債（期末残高） 13,440,793

HomeworthTech
事業（千円）

ExtendTech事業
（千円）

その他
（千円）

当連結会計年度計
（千円）

１年以内 1,786,611 739,006 4,043 2,529,660
１年超５年以内 5,716,950 423,794 － 6,140,744
５年超 4,670,351 100,036 － 4,770,387

合計 12,173,912 1,262,837 4,043 13,440,793

１株当たり純資産額 598円14銭
１株当たり当期純利益 193円87銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

　契約負債は、主に、HomeworthTech事業における顧客から受け取った未経過分の保証料及び将来の
一定時期に提供する点検・補修サービスに係る前受金、ExtendTech事業における未経過分の運用事務部
分の対価、並びにその他における保険代理店手数料の未経過分の手数料収入であります。契約負債は、収
益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、2,014,508
千円であります。
　なお、契約資産の金額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま
す。

９. １株当たり情報に関する注記
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10. 重要な後発事象に関する注記
（株式交換による完全子会社化）

　当社及び株式会社メディアシーク（以下「メディアシーク」という。）は、2024年８月９日付の両社の
取締役会決議により、当社を株式交換完全親会社、メディアシークを株式交換完全子会社とする株式交換
（以下「本株式交換」という。）を実施することを決定しました。
　なお、本株式交換は、2024年９月25日開催予定の当社の定時株主総会及び2024年９月26日開催予定の
メディアシークの定時株主総会の決議による本株式交換契約の承認を得た上で、2024年11月１日を効力発
生日として行われる予定であります。

①　企業結合の概要
イ．被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称：株式会社メディアシーク
事業の内容：企業向けシステムコンサルティングとコンシューマー向け情報サービス業を営む。コ

ーポレートDX事業は外資系コンサルティングファーム出身者を中心にシステムの設
計・開発・保守・運用支援を行う。

ロ．本株式交換の目的
　当社は、独創的なリアルとデジタルのサービスで、暮らしの資財価値を最大化するWorthTech 
Companyとして、住宅領域や太陽光発電システムに代表される再生可能エネルギー関連領域を中心
に、保証以外の提供ソリューションを拡大・進化させる中で、上場以来の増収増益を継続しておりま
す。とりわけ、近年はアプリ・チャットボット・電子マネーといったデジタルネイティブなサービス
の開発・提供を通じて、業務DXを支援しております。また今後についても、SaaS事業・Fintech事
業における成長戦略の実行に着手しております。
　一方、メディアシークは「善いものを生みだし続ける」ことを経営理念とし、豊富な実績・技術開
発リソースに基づくシステムインテグレーション提供を基軸に、法人向けシステムコンサルティング
や画像解析／AI、教育・ヘルスケア・エンターテイメント領域におけるオンラインサービス開発など
各種事業を運営しております。また、新たな技術への対応も積極的で、脳機能の向上や身体の不調の
緩和などを目的としたブレインテックトレーニングについて開発し、国立大学や大学病院などが実施
する臨床研究向けの販売を強化しております。加えて、ベンチャーインキュベーションにおいてもこ
れまでに６社のIPO、１社のBuyOut実績を有しております。
　これまで両社はシステム開発委託・受託関係を通じて、社内業務システムやデジタルサービスを共
同で開発するなどビジネスパートナーシップを強化してまいりました。その中で、相互補完性の高い
両社の機能をより高いレベルで融合することで、新たな企業価値を創出すべく経営統合に至ったもの
です。

ハ．企業結合日
2024年11月１日（予定）
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当社
（株式交換完全親会社）

メディアシーク
（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 １ 0.100

ニ．企業結合の法的形式
株式交換

ホ．結合後の企業の名称
Solvvy株式会社（2024年11月１日付で当社は左記商号に変更予定）

②　株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付する株式数
イ．株式の種類別の交換比率

ロ．株式交換比率の算定方法
　当社及びメディアシークは、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定に当たって公正性を期す
ため、当社は株式会社虎ノ門会計を、メディアシークは山田＆パートナーズアドバイザリー株式会社
を第三者算定機関として選定し、それぞれ株式交換に用いられる株式交換比率の算定を依頼しまし
た。当社及びメディアシークはそれぞれ、第三者算定機関による算定結果及び法務アドバイザーの助
言を参考に、かつ、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏ま
えて、両社の財務の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社間で複数回にわたり慎重に
交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記株式交換比率が妥当であり、両社の株主の皆さまの利益に資
するものとの判断に至り、株式交換契約を締結しました。

ハ．株式交換により交付する株式数
当社の普通株式：974,345株（予定）
なお、新たに普通株式880,371株を発行し、自己株式93,974株を充当する予定であります。

③　実施する会計処理の概要
　本株式交換に伴う会計処理は、企業結合に関する会計基準における取得に該当し、当社を取得企業、メ
ディアシークを被取得企業としてパーチェス法が適用される見込みです。これに伴いのれんの発生が見込
まれますが、その金額は現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書

(2023年７月 1 日から
2024年６月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 　 　 計資 本

準 備 金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 212,336 187,336 3,961 191,297 1,633,583 1,633,583 △203,336 1,833,880
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 929,406 929,406 929,406
剰 余 金 の 配 当 △50,163 △50,163 △50,163
自 己 株 式 の 取 得 △720 △720
自 己 株 式 の 処 分 7,392 7,392 16,749 24,141
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 7,392 7,392 879,242 879,242 16,029 902,664
当 期 末 残 高 212,336 187,336 11,353 198,689 2,512,825 2,512,825 △187,307 2,736,544

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 4,608 4,608 1,838,489
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 929,406
剰 余 金 の 配 当 △50,163
自 己 株 式 の 取 得 △720
自 己 株 式 の 処 分 24,141
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 32,048 32,048 32,048

当 期 変 動 額 合 計 32,048 32,048 934,712
当 期 末 残 高 36,656 36,656 2,773,201

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

・子会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。

・その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

② 金銭の信託
時価法を採用しております。

③ デリバティブ
時価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は建物26年であります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採用し

ております。
③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④　投資不動産

定額法を採用しております。主な耐用年数は９～47年であります。

(3) 引当金の計上基準
①　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上し
ております。

②　役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上して

おります。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準
①　HomeworthTech事業

・保証サービス（住宅設備延長保証）
本サービスにおいて当社が提供する役務は、一定の期間にわたり充足される履行義務であることか

ら、一括にて収受した保証料については、保証期間にわたって均等に期間配分し、当事業年度に対応す
る額を収益計上しております。未経過分の保証料については１年以内に収益化される予定の金額を前受
収益、１年を超える予定のものは長期前受収益として計上しております。

また、取扱店・代理店に支払う販売手数料及び保険会社に支払う保険料についても、保証期間と同一
の期間にわたって均等に期間配分し、当事業年度に対応する額を費用計上しております。未経過分の販
売手数料については１年以内に費用化される予定の金額を前払費用、１年を超える予定のものは長期前
払費用として計上しております。

・保証サービス（建物20年保証）
本サービスにおいて当社が提供する役務は、クライアントである住宅会社と住宅保有者との保険契約

の加入事務代行及び10年経過後の点検となります。
加入事務代行については、住宅保有者が保険契約に加入した時点で手数料相当額の収益を認識し、

10年後の点検費用については、点検業務を手配し、業務が完了した時点で収益を認識しております。
一括にて収受した保証料のうち、対象期間の保険料を預り金として控除のうえ、10年後に発生する点
検費用を定額で長期前受収益として計上し、残額を加入事務手数料として一括して売上計上しておりま
す。また、取扱店・代理店に支払う販売手数料についても一括して費用計上しております。

・検査補修サービス
クライアントである住宅会社からの発注に応じ、点検補修業務を手配し、業務が完了した時点で履行

義務が充足されるため収益認識しております。

②　ExtendTech事業
住宅会社以外のクライアントとの業務委託契約に基づき、一括にて収受した委託料については、一旦

預り金として計上したのち、受託した業務をクライアントごとに制度の枠組みや契約内容に応じて「加
入事務」と「運用事務」に分類し、「加入事務」部分については加入時点で収益を認識し、「運用事
務」部分については受託業務を提供する保証期間にわたって収益を認識しております。「運用事務」部
分の未経過分の委託料については１年以内に収益化される予定の金額を前受収益、１年を超える予定の
ものは長期前受収益として計上しております。

取扱店・代理店に支払う販売手数料についても、保証期間と同一の期間にわたって均等に期間配分
し、当事業年度に対応する額を費用計上しております。未経過分の販売手数料については１年以内に費
用化される予定の金額を前払費用、１年を超える予定のものは長期前払費用として計上しております。

なお、保険会社に支払う保険料については、委託料として収受した預り金から保険会社に支払ってお
ります。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理してお

ります。
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２. 会計方針の変更に関する注記
（電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び保有の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　「電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び保有の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告
第43号　2022年８月26日。以下「本実務対応報告」という。）を当事業年度の期首から適用し、「金融
商品取引業等に関する内閣府令」（2007年内閣府令第52号）第１条第４項第17号に規定される「電子記
録移転有価証券表示権利等」を発行又は保有する場合の会計処理及び開示に関する取扱いに従って、本実務
対応報告が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類に与える
影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
（ExtendTech事業に係る収益認識における取引価格の配分）

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
運用事務から計上された前受収益　　　　　　　　　　　　　　313,911千円
運用事務から計上された長期前受収益　　　　　　　　　　　　586,327千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．金額の算出方法

　ExtendTech事業においては受託した業務を「加入事務」と「運用事務」のそれぞれの履行義務に分
類し、「加入事務」については加入時点で収益を認識し、「運用事務」については受託業務を提供する
保証期間にわたって収益を認識しております。
　ExtendTech事業における「加入事務」と「運用事務」のそれぞれの履行義務への取引価格の配分は
独立販売価格に基づき行われますが、これらの履行義務の独立販売価格を直接観察することができない
ことから、それぞれの履行義務を充足するために発生するコストを見積り、利益相当額を加算する方法
で独立販売価格を見積っております。

ロ．金額の算出に用いた主要な仮定
　履行義務を充足するために発生するコストの適切な見積りに当たっては、それぞれの履行義務に係る
作業時間等を基礎として見積っております。なお、「運用事務」に係る作業時間の見積りにおいては、
将来の運用事務に係る作業の発生率（事故率）等の影響を受けます。

ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響
　将来の運用事務に係る作業の発生率（事故率）の変動等により、この見積りが変更された場合には、
翌事業年度に係る計算書類に影響を及ぼす可能性があります。
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建設仮勘定 497,554千円
投資不動産 5,095,896千円

計 5,593,450千円

１年内返済予定の長期借入金 119,480千円
長期借入金 2,379,171千円

計 2,498,651千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額
　　投資不動産の減価償却累計額

63,170千円
207,453千円

長期金銭債権 561,131千円

金銭債権 73,688千円

売上高 9,600千円
売上原価 －千円
販売費及び一般管理費 595千円

４. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(4) 取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭債務の総額

５. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
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株式の種類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普通株式（株） 101,944 430 8,400 93,974

繰延税金資産
賞与引当金、役員賞与引当金 94,659千円
未払費用 12,786
未払事業税、未払事業所税 20,395
株式報酬費用 5,606
長期前受収益 30,239
資産除去債務 3,387
一括償却資産 266
減価償却超過額 3,321
繰延資産償却超過額 632
投資有価証券 3,737
有価証券減損 63,526

繰延税金資産小計 238,560
繰延税金資産合計 238,560
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 19,915
長期前払費用 2,149
受取保険金 29,106
金評価損益 23,671

繰延税金負債合計 74,843
繰延税金資産の純額 163,717

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

（変動事由の概要）
増加株式数の内訳は次のとおりであります。

譲渡制限付株式の無償取得　400株
単元未満株式の買取請求による増加　30株

減少株式数の内訳は次のとおりであります。
2023年10月17日開催の取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分　8,400株

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

属性 会社等
の名称

資本金
（千円） 事業の内容

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
リビング
ポイント
株式会社

85,000
資金決済業務
一般建設業務
建物検査業務

保険代理店業務

所　有
直接 100.0

業務委託及び受託
経営指導

役員の兼任
資金寄託の

返還 500,000 預け金 561,131

属性
会社等
の名称
又は氏名

資本金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 安達　慶高 － 当社代表取締役
社長

被所有
直接   8.4
間接   5.2

当社代表取締役
社長 利息の受取 1,495 長期貸付金 69,752

１株当たり純資産額 551円95銭
１株当たり当期純利益 185円13銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般的な取引条件を参考にして決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

９. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関
する注記　(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
（株式交換による完全子会社化）

　当社及び株式会社メディアシーク（以下「メディアシーク」という。）は、2024年８月９日付の両社の
取締役会決議により、当社を株式交換完全親会社、メディアシークを株式交換完全子会社とする株式交換
（以下「本株式交換」という。）を実施することを決定しました。
　なお、本株式交換は、2024年９月25日開催予定の当社の定時株主総会及び2024年９月26日開催予定の
メディアシークの定時株主総会の決議による本株式交換契約の承認を得た上で、2024年11月１日を効力発
生日として行われる予定であります。
　詳細につきましては、連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記（株式交換による完全子会社
化）」をご参照ください。
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